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個人については、その境界は商取引の徴表と内国歳入庁長官
（Comptroller）の実務によって引かれます。内国歳入庁（IRAS）は、スイ
スの通達36号のセーフハーバーに匹敵する数値基準を公表しておらず、今
後も公表するとは思いません。シンガポールのアプローチは、常に裁量を
保持し、それを抑制的に行使するというものだからです。実務上、トーク
ンを中期的に保有し、年に数回取引し、借入れによって投資しない個人
は、問題なく投資家として扱われます。難しいのは、積極的に取引する個
人トレーダー、トークンを受け取って分割して売却する創業者、そして月
に数百件のオンチェーン取引を生じさせるDeFi戦略を運用する人の3つの
類型です。

積極的に取引する個人トレーダーは、3つの中で最も判断しやすい類型で
す。頻度と組織性は商取引の徴表であるため、1年間にわたって1日に何回
も取引を行う人は、資産の種類にかかわらず、通常の意味で商取引を営ん
でいることになります。私の経験では、IRASは暗号資産の利得について小
規模な個人トレーダーを追及してきませんでした。その一因は、本部第
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VII章で述べる暗号資産等報告枠組み（Crypto-Asset Reporting Framework、
CARF）以前には、そのための情報が入手できなかったことにあります。
2027年からはその情報が存在することになります。顧客は、データの到来
とともに従来の黙認が続かなくなると想定しておくべきです。

創業者による分割売却は、より難しい問題です。ローンチ時にベスティン
グ・スケジュールのもとでトークンを受け取り、生活費に充てるために四
半期ごとにその一部を売却する創業者は、資本資産を分割して実現してい
ます。ただし、それはトークンが創業者報酬または投資として取得され、
転売を意図したものでなかった場合に限られます。自分の会社の株式を時
間をかけて売却する起業家との類推が当てはまります。トークンの受領自
体が、ベスティング時に第10条第1項(b)号に基づいて課税される雇用所得
であった可能性があり（本部第VI章参照）、その場合、トークンの取得原
価は課税された金額と等しくなります。創業者の目的が保有にあったので
あれば、その原価を上回る後の利得は資本的なものです。1 これに対し、
各ベスティング日に直ちに売却し、数時間のうちに法定通貨に換える創業
者は、トークンが投資として保有されたことは一度もなかったと推認され
る余地を与えます。もっとも、その場合でもベスティング日の価額を上回
る利得または損失はいずれにせよ小さくなります。実際の税負担は、ベス
ティング時の雇用所得にあるからです。

DeFi戦略を運用する人は最も難しい類型であり、シンガポールの実務が最
も定まっていない分野です。ステーブルコインをレンディング・プロトコ
ルに預け入れ、利回りを求めてプール間で移動させ、毎週報酬を受け取る
顧客は、その利回りについて第10条第1項(d)号または(g)号に基づく所得を
得ています。原資産であるトークンに係る利得は、全体のパターンに応じ
て資本的なものか収益的なものかが決まります。取引量それ自体が商取引
の徴表です。私の実務上の目安は、オンチェーン活動がフルタイムの職業
に相当する顧客は、そのすべてについてトレーダーであるというもので
す。少数のポジションに資産を置いてそのまま運用させている顧客は、課
税対象となる利回りを受け取る投資家です。
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顧客からの質問
「私はシンガポールの永住者です。2017年にビットコインを、2019年に
イーサを購入し、一度も売却していません。2026年に住宅を購入するため
にすべて売却した場合、税金はかかりますか」。かかりません。7年と5年
保有した2回の購入を、個人的な目的で1回売却することは、シンガポール
税法が知る資本の実現として最も明確な事例です。購入記録と取引所の取
引明細は保管しておいてください。売却代金を受け取る銀行は、マネーロ
ンダリング対策上の義務に基づいてそれらの提出を求めます（第L部第V
章参照）。IRASからも、その売却が長期保有した投資の実現であったこ
とを示すよう求められることがあります。税金がかからないからといっ
て、事実を証明できるようにしておく義務がなくなるわけではありませ
ん。

注
IRAS, e-Tax Guide Income Tax Treatment of Digital Tokens, second edition,
2026年1月30日, 報酬として受領したトークンおよび投資として保有
するトークンの処分に関する項。 ↩

Disclaimer

This article is provided for general information only. It is based on publicly available sources as at its
date of publication. These sources have not been independently verified against licences, regulatory
registers or the records of the entities concerned. It is not legal, tax, financial or investment advice.
Nor is it a recommendation to invest in, transact with or use the services of any entity mentioned.
Law and regulation change frequently, so the content may be incomplete or outdated. To the fullest
extent permitted by law, Dr Alexander Ressos and the publisher of SingaporeIQ exclude all liability
for loss or damage arising from the use of or reliance on this article. Readers should obtain advice on
their specific circumstances before acting or refraining from action.
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Names and trademarks of the entities discussed belong to their owners and are used for identification
only. Their mention implies no endorsement, affiliation or allegation of wrongdoing. All Singapore
law advice is provided by a duly licensed and regulated firm of Singapore advocates and solicitors
only  on  the  basis  of  an  express  written  letter  of  engagement.  Corrections  and  updates:
contact@ressos.com.

©  2026  Dr  Alexander  Ressos.  This  article  may  be  quoted  with  attribution  to  SingaporeIQ
(SingaporeIQ.com). Reproduction in full and any commercial use require prior written consent. The
Legal Terms at https://singaporeiq.com/legal-terms apply.

Author contact: Dr Alexander Ressos, TEP · contact@ressos.com

jp.SingaporeIQ.com

© 2026 Dr Alexander Ressos. General information only, not legal, tax or investment advice. No client relationship is created. All
Singapore law advice is provided by a duly licensed and regulated firm of Singapore advocates and solicitors only on the basis of an
express written letter of engagement. More information at SingaporeIQ.com and ressos.com.sg.

https://singaporeiq.com/legal-terms
https://singaporeiq.com
https://www.ressos.com.sg

	実務におけるトレーダーか投資家かの境界
	顧客からの質問
	注
	Disclaimer


